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長野県健康福祉部 疾病・感染症対策課  

 

原因が不明で治療方法が確立されていない、いわゆる難病のうち、厚生労働大臣が

定めた疾病（指定難病といいます。）にかかっている患者さんの医療費の負担軽減を目

的として医療費の一部を助成しています。 

平成 27 年１月より「難病の患者に対する医療等に関する法律」が施行され、令和７

年４月の時点で 348 疾病が医療費助成の対象となっています。 

医療費の助成を受けるためには、支給認定の申請を行い長野県から認定される必要

がありますので、この案内を最後までお読みいただき、お手続きをお願いします。 

 

 

 

（１）長野県内に住所がある方 

（指定難病の患者さんが 18 歳未満の場合は、申請者(患者さんの保護者)の住所が

長野県内にある方） 

（２）国が指定する難病にり患している方（厚生労働大臣が定める診断基準※１を満たしてい

る方をいいます。）のうち、次の①または②のいずれかに該当する方 

① 重症度※２を満たしている 

病状の程度が、個々の指定難病の特性に応じ、日常生活又は社会生活に支障が 

あると医学的に判断される程度であること。 

② 軽症者特例※３に該当する 

①に該当しないが、指定難病とそれに付随する傷病に係る医療費の総額が、

33,330 円を超えた月が申請日の属する月以前の 12 月以内に３月以上あること。 

 

 

   ・診断基準※１及び重症度※２ 

疾病ごとに診断基準及び重症度が定められています。 

厚生労働省または長野県ホームページで基準を確認することができます。 

・軽症者特例※３ 

    長野県ホームページ掲載の「軽症高額該当とは」、「軽症高額申請のご案内」を

ご覧ください。 

    

 

 

 長野県ホームページ掲載の「指定難病の疾病番号順」をご確認ください。 

 

特定医療費（指定難病）支給認定申請のご案内 

 

な 

あがなおけん 

 

 

１ 対象となる方 次の（１）・（２）をすべて満たす方が対象となります。 

２ 対象となる難病 
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上記は、都道府県から指定を受けた「指定医療機関」（病院・診療所、薬局、訪問看

護事業者）で受診した場合に限られます。 

指定の状況は都道府県ホームページをご覧いただくか、医療機関に直接お問い合わ

せください。 

 

 

 

（１）受給者証の記載されている有効期間外にかかった医療費 

（２）認定された疾病及び付随して発生する傷病以外の治療にかかった医療費 

（３）医療保険が適用されない医療費（保険診療外の治療・調剤、差額ベッド代など） 

（４）指定医療機関以外で受けた医療、介護サービス 

（５）入院中の食事療養費及び生活療養費、介護療養施設サービスでの食費及び居住費 

（６）介護保険での訪問介護の費用 

（７）臨床調査個人票などの文書作成費用 

（８）※１鍼灸、あんま・マッサージ、柔道整復にかかった費用 

（９）眼鏡やコルセット、車椅子などの補装具作成費用 

（10）往診料等で医療機関に支払う保険適用外の交通費 

※１ スモン患者に対するはり等の施術費助成については、引き続き特定疾患治療研究事業として実施。 

 

 

 

  

・ 自己負担上限額は、患者さんと同じ医療保険に加入している方の市町村民税額（所

得割額）に応じて次の表のようになります。 

・ 月ごとに受診した複数の医療機関の自己負担額を合算し、自己負担上限額（月額）

に達した時は、それ以上の自己負担はなくなります。 

なお、複数の指定医療機関での自己負担額を管理するために、医療受給者証とあわ

せて自己負担上限額管理票を交付します。 

 

 

３ 医療費助成の内容 

４ 助成の対象とならない費用 次の費用は医療費助成の対象となりません。（例示） 

 

５ 月額自己負担上限額 

対象となる
医療の範囲

医療受給者証に記載された指定難病及び当該指定難病に付随して発生する傷病に関する医療等

医療給付の内容 　①入院・外来の医療費、②薬代（院内・院外問わない）、③訪問看護費

介護給付の内容
　①訪問看護、②訪問リハビリテーション、③居宅療養管理指導、④介護予防訪問看護、
　⑤介護予防訪問リハビリテーション、⑥介護予防居宅療養管理指導、⑦介護医療院サービス
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※１高額かつ長期・・・・・・上位所得・一般所得において、指定難病または小児慢性特定疾病の支

給認定を受けた日以後の月ごとの医療費総額が５万円を超える月が

申請日の月以前の 12月で６回以上ある場合に該当。 

※２人工呼吸器等装着者・・・指定難病に起因して次の①、②の基準を満たしている場合に該当。 

              ① 継続して常時人工呼吸器又は体外式補助人工心臓を装着する必

要がある。 

              ② 日常生活動作が著しく制限されている。 

※３市町村民税非課税世帯・・均等割と所得割のいずれも非課税の世帯。 

                            患者（又は児童保護者）の年収（給与・年金・手当等）により階層

区分低所得Ⅰか低所得Ⅱを決定します。 

※その他（世帯按分）・・・・患者さんと同じ医療保険に加入している方が指定難病または小児

慢性特定疾病の受給者の場合には、自己負担額が軽減されます。 

 

 

 

 

 

 

有効期間終了後も引続き医療費助成を希望する方は、更新手続きが必要となります。

更新時期が近づきましたら、対象者にはお知らせを送付します。 

単位：円

人工呼吸器等
装着者※２

0 0 0

本人収入
～82万6,500円

2,500 2,500
1,000

本人収入
82万6,500円超

5,000 5,000

10,000 5,000

20,000 10,000

30,000 20,000

階層区分

　　　　        【階層区分の基準】
（患者さんが加入する医療保険により算定方法が異

なります）

①『市町村国保』・『国保組合』・
　 『後期高齢者医療保険』に加入
    →同じ医療保険に加入する
    　 世帯全員分の市町村民税額の合算額

②『被用者保険』に加入
　 →被保険者の市町村民税額

患者負担割合：２割（現在1割の方は１割）

自己負担限度額
（外来＋入院＋薬代＋介護給付費）

一般
高額かつ
長期※１

全額自己負担

－

市町村民税
非課税

（世帯）※３

市町村民税額（所得割）
7.1万円未満

市町村民税額（所得割）
7.1万円以上25.1万円未満

市町村民税額（所得割）
25.1万円以上

臨床調査個人票
に人工呼吸器等
装着者であること
の記載があり、認
定基準を満たし
ている場合に適
用されます。

入院時の食事

生活保護

低所得Ⅰ

低所得Ⅱ

一般所得Ⅰ

一般所得Ⅱ

上位所得

６ 給付を受けられる期間 

保健所が支給認定申請を受付けた日 有効期間の終期

１月１日から  ６月３０日まで 申請した年の　　 ９月３０日まで

７月１日から１２月３１日まで 申請した翌年の  ９月３０日まで
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次の書類を、住所地を所管する保健所に提出してください。 

医学的審査を行うため、申請書を受理してから認定結果をお知らせするまでに２

～３ヶ月程度かかります。 

 

難病指定医※について 
新規申請に必要な臨床調査個人票を記載できるのは、都道府県から指定を受けた難病指定医に限られます。 
指定状況は都道府県ホームページをご覧いただくか、医療機関に直接お問い合わせください。 

※提出が必要なご家族の範囲 

 

特定医療費（指定難病）新規申請書類一覧

番号 書　　類　　名 説　明 備　　　考

1
特定医療費（指定難病）支給認定申請書及び世
帯調書

保健所窓口・県ホームページから
入手できます。

2
臨床調査個人票
（医師が記載した日から６か月以内のもの）

保健所窓口・県ホームページから
入手できます。

難病指定医
※

に記載してもらいます。

3
世帯全員の住民票の写し
（発行日から６か月以内のもの）

お住まいの市町村で発行
県内在住要件及び住民票の世帯の範囲を確認
するため、世帯全員の記載と続柄が必要です。

5 ※医療保険の資格情報が確認できる資料の写し

次の書類のうち、いずれかひとつ

＜マイナ保険証をお持ちの方＞
①医療保険の資格情報
②資格情報のお知らせ
　※被保険者か被扶養者か（本人・家

      族の別）が確認できるものに限る

＜マイナ保険証をお持ちでない方＞
①資格確認書

・提出が必要なご家族の範囲は、次ページに
　よりご確認ください。
・患者さんが高齢受給者証を持っている場合
  は、その写しも提出してください。
・申請書（世帯調書）に提出の対象となる方
　のマイナンバーを記入いただくことで左記
　の書類提出を省略できます。

全員が提出する書類

4

※
所得金額・市町村民税の課税額が確認

  できる書類
市町村が発行する次の書類のうち、
いずれかひとつ

①「所得・課税証明書」（原本）
②「税額決定・納税通知書」
③「特別徴収税額決定通知書」
②、③は写し可（全ページをコピー）

注）以下に該当する方は①を提出
　　 してください。
・市町村民税非課税

・提出が必要なご家族の範囲は、次ページ
  によりご確認ください。

・義務教育終了前で明らかに所得がない
  場合及び生活保護受給者は提出不要です。

・③は２か所以上から配布されている場合には
  全て提出してください。

6
個人番号（マイナンバー）提供に関する本人確認
書類

①申請者のマイナンバーが確認
　 できる書類
②申請者の身元を確認できる書類

申請書に記載した申請者のマイナンバーが正し
い番号であることを確認するために、①及び②
の書類の提示（郵送の場合は写しを提出）が必要
です。

申　請　日
所得証明書等の

証明年度
令和７年７月１日

～
令和８年６月30日まで

令和８年７月１日
～

令和９年６月30日まで

令和７年度

令和８年度

【マイナンバー提供で省略可能】

７ 申請に必要な書類  

患者さん＋患者さんと同じ国保
に加入している方全員分
  患者さんが18歳未満で、
  保護者が後期高齢に加入して
  いる場合は、保護者分も必要

患者さん＋患者さんと同じ国保
に加入している方全員分

患者さん＋同じ住民票で後期
高齢に加入している方全員分

患者さん＋同じ住民票で後期
高齢に加入している方全員分

患者さんが被保険者
本人の場合

患者さん分 患者さん分

患者さん以外が被保
険者の場合

被保険者分
ただし、被保険者が非課税の
場合は被保険者＋患者さん分

患者さん分＋被保険者分

被用者保険
（全国健康保険協会、
  健康保険組合、共済組合、
  船員保険　など）

患者さんが加入している
医療保険の種類

4. 
※

市町村民税課税額
　　が確認できる書類

5. 
※

医療保険の資格情報が確
認できる資料の写し

国民健康保険
（市町村国保、国民健康保険組合）

後期高齢者医療制度
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番号 書　　類　　名 説　明 備　　　考

8
「軽症高額該当」に該当することを理由に
申請する場合

医療費申告書（領収書添付）

軽症高額とは・・・
疾病の程度が重症度分類には該当しないものの、
指定難病に係る月ごとの医療費総額（10割)が33,330
円を超えた月数が申請日の属する月以前の12月以
内に3月以上ある場合をいいます。

9
常時「人工呼吸器」又は「体外式補助人工心臓」を装
着している場合

臨床調査個人票
難病指定医に臨床調査個人票内の「人工呼吸器」又
は「補助循環」欄に記載をしてもらってください。

10

（１）受診者が「小児慢性特定疾病」の
　　 医療費助成を受けている場合
（２）受診者と医療保険上の同一世帯内に
     「指定難病」または「小児慢性特定疾病」
     の医療費助成を受けている方がいる場合

小慢または難病の医療受給者証の写し

11
小慢制度から難病制度に移行する方で、
「高額かつ長期」も合わせて申請する場合

・自己負担上限額管理票または

　医療費申告書（領収書添付）
・小慢の医療受給者証の写し

高額かつ長期とは・・・
所得の階層区分が一般所得Ⅰ以上で、小慢または
難病の支給認定を受けた日以降の月ごとの医療費
総額が５万円をこえる月が年間６回以上ある場合を
いいます。

12 生活保護受給世帯 生活保護受給証明書の写し

13 中国残留邦人等支援給付受給世帯 本人確認証の写し

14 境界層該当者 境界層該当証明書

15
 指定難病に起因する腎臓機能障害に対する人工透
析療法を受けている場合

特定疾病療養受療証の写し

市町村民税非課税世帯
（所得割・均等割とも非課税）

受給者に係る障害年金その他の年金、
手当、給付金の前年中に受給
した額がわかる書類

①年金振込通知書の写し
②支給認定通知書の写し
③振り込まれた通帳の写しなど
　 収入額が確認できるもの

番号 書　　類　　名 説　明 備　　　考

1 福祉医療に係る市町村への情報提供の同意書
市町村において特定医療費の対象者を
把握することで、適正な医療費助成を図
るため。

該当者のみ必要となる書類

16

・受給額を確認できる書類が提出できない
 場合、階層区分は「低所得Ⅱ」となります。

・受診者が児童の場合は、保護者（父母）
  それぞれの提出が必要です。

・遺族年金、障害年金、障害補償給付、寡婦年金、
・特別児童扶養手当、障害児福祉手当、特別障害者手当、福祉手当等
（省令第8条に列記されている給付を指します。）

該当者のみ必要となる書類

申　請　日 受給金額を確認する年

令和７年７月１日
～

令和８年６月30日まで
令和８年７月１日

～
令和９年６月30日まで

令和６年中の受給額

令和７年中の受給額
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 認定された場合、「重症度分類を満たしていることを診断した日等」から医療費

の助成を開始します。 

 

 

 

 

 

（１）認定された疾病に係る医療費助成を受けることができるのは、都道府県が指定

した「指定医療機関」で受診した場合のみとなります。 

（２）受診の際は、必ず医療受給者証及び自己負担額上限額管理票を指定医療機関窓

口に提示してください。 

 

  

 

  支給認定申請を行ってから医療受給者証が交付されるまでに２～３ヵ月程度かか

るため、申請日から医療受給者証が交付されるまでの間は、いったん保険診療の自

己負担分を指定医療機関に支払っていただきます。 

  認定後、本来負担すべき額を超えた分については、所定の様式に医療機関の証明

を受けることにより、保健所で払戻しを受けることができます。 

   

 

 

 

 

区分
助成開始時期

［各区分欄のうち、いずれか遅い日に遡及し助成開始］(注)

【重症度分類該当】

重症度分類を満たすことで認

定を受ける者

①指定医が重症度分類を満たしていると診断した日

（診断書記載の「診断年月日」）

②申請受理日から原則１か月前（やむを得ない理由があるときは最

長３か月前）の日

③申請者が支給認定申請書に記載した「特定医療費の支給を開始す

ることが適当と考えられる年月日」（保健所等の申請受理日以前の

日）

【軽症高額該当】

軽症高額該当基準を満たすこ

とで認定を受ける者

①軽症高額該当基準を満たした日の翌日

②上記②と同日

③上記③と同日

注２　②の期間は暦に従って計算し、当該月に同じ日がない場合はその月の月末とします。

注３　申請書に③の記載がない場合は、保健所等の申請書受理日を支給開始日とします。

注１　重症度分類該当と軽症高額該当をいずれも満たす場合は、当該各区分のいずれか遅い日同士を比較し、

　　　早い日を助成開始時期とします。

９ 医療受給者証交付後の注意事項 

10  医療費の払戻し手続きについて 

８ 医療費助成の開始時期について  
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 医療受給者証の記載内容に次のような変更が生じた場合は、住所地を所管する保健

所で変更手続きを行ってください。 

 月額自己負担額を伴う変更は手続を行った日の翌月初日（申請を行った日がその月

の初日の場合はその日）から適用されますのでご注意ください。 

 □ 加入する医療保険が変更になった場合 

 □ 県内の転居、氏名、連絡先が変更になった場合 

 □ 月額自己負担上限額に係る事項が変更になる場合 

  ・高額かつ長期、人工呼吸器等装着者に該当することになった。 

  ・患者と同じ医療保険に加入する方が新たに指定難病または小児慢性特定疾病に

係る支給申請を行うことになった。 

  ・患者が加入する医療保険の世帯員に変更があった。 

  ・生活保護の受給開始または廃止（停止）することになった。 

   

 

 

 

  疾病の治癒、死亡、県外へ転出の場合は、返還届に医療受給者証を添付の上、保

健所に返還をお願いします。 

  転入先の都道府県で引き続き医療費の助成を受けることを希望する場合は、転入

先の都道府県にすみやかに支給認定申請書を提出してください。 

長野県の医療受給者証は、新住所の転入に係る申請手続が済みましたら保健所に

返還をお願いします。 

11  医療受給者証の記載内容に変更が生じた場合 

12  医療受給者証の返還 


